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町内会自治活動費交付金及び広報紙の配布方法の見直しについて 

 

日頃から町内会活動にご理解ご協力いただき、誠にありがとうございます。 

さて、本市においては、町内会の負担軽減等を図るため、「持続可能な町内会活動の推進

に向けた取組方針（令和７年３月策定）」に基づき、取組みを進めているところです。 

このうち、各種文書の回覧は原則取りやめているほか、広報紙の配布も来年度から市の負

担で行うことを検討しています。 

併せて、来年度から町内会自治活動費交付金の内容を見直しする予定のため、各町内会に

おかれましては、この見直しや既にお伝えしている防犯灯の市への移管を踏まえた、新年度

予算の計上などの対応をいただきますようよろしくお願い申し上げます。 

なお、本件については、令和８年３月の市議会で、予算案の審議を経て決定されるものと

なりますので、申し添えます。 

 

記 

 

１ 町内会自治活動費交付金の見直しについて 

  別紙のとおり 

 

２ 広報紙の配布方法の見直しについて 

市による全戸配布は令和８年５月号（令和８年４月下旬配布）からを予定しています。 

 

 

【担当】町内会自治活動費交付金と各種文書の回覧に関すること 

市民福祉部市民活動課市民活動係 電話 65-4130  

 

広報紙の配布に関すること 

政策推進部広報広聴課 電話 65-4109 


